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１ 環境をめぐる状況の変化 

 

前計画の計画期間内における主な社会情勢の変化は、次のとおりです。 

 

 

１－１ 「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」 
 

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（以下「2030 アジェンダ」という。）は、

2001 年に策定された「ミレニアム開発目標」（Millennium Development Goals：以下

「MDGs」という。）の後継として、2015 年 9 月の国連サミットで採択された 2030 年ま

での国際開発目標です。 

国際社会は、MDGs を開発分野の羅針盤として、15 年間で一定の成果を上げましたが、

教育、母子保健、衛生といった未達成の目標や、深刻さを増す環境汚染や気候変動への対

策、頻発する自然災害への対応といった新たな課題が生じるなど、MDGs の策定時から、

開発をめぐる国際的な環境は大きく変化しました。 

2030アジェンダは、こうした状況に取り組むべく、相互に密接に関連した17の目標と

169のターゲットからなる「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals：

以下「SDGs」という。）を掲げ、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し（＝人間の

安全保障の理念を反映）、環境・経済・社会をめぐる広範な課題に、統合的に取り組むこ

とを誓っています。 

我が国では、2016 年 12 月に策定された「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」に

おいて８つの優先課題と具体的施策を掲げ、環境に関わりの深い優先課題として「持続可

能で強靱な国土と質の高いインフラの整備」「省・再生可能エネルギー、気候変動対策、

循環型社会」「生物多様性、森林、海洋等の環境の保全」が示されています。 

SDGs は、貧困に終止符を打ち、地球を保護し、全ての人が平和と豊かさを享受できる

ようにすることを目指す普遍的な行動を呼びかけるものですが、SDGs の達成のためには、

国家レベルだけでなく、市民、事業者及び市などの社会の多様な主体が連携して行動して

いく必要があります。 

そのため、本市の環境施策の推進においても、SDGs の達成と深い関わりがあることを

認識し、持続的発展が可能な社会の実現に寄与していくことが求められています。 

 

  



  第２章 計画策定の方向性 

11 

 

第
２
章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：持続可能な開発のための 2030 アジェンダと日本の取組（外務省） 

持続可能な開発目標（SDGs）における 17 の目標 
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１－２ 「第五次環境基本計画」 
 

2018 年４月に閣議決定された国の「第五次環境基本計画」では、目指すべき持続可能

な社会の姿のひとつとして、「地域循環共生圏」の創造を掲げています。 

「地域循環共生圏」とは、各地域が有する自然資源、生態系サービス、資金・人材など

を活かして自立・分散型の社会を形成しながらも、地域の特性に応じて地域資源を補完し

支え合う考え方のことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第五次環境基本計画の概要（環境省） 

「地域循環共生圏」の創造に向けて、「SDGs の考え方も活用し、環境・経済・社会の統

合的向上を具体化する」ことを掲げ、環境政策を契機に、あらゆる観点からイノベーショ

ンを創出し、経済、地域、国際などに関する諸課題の同時解決と将来にわたって質の高い

生活をもたらす「新たな成長」につなげていくとしています。 

そのため、本市においても「地域循環共生圏」の創造を念頭におきながら、環境施策が

経済・社会といった複数の異なる課題の解決に寄与するよう、相互に連関し合う横断的な

枠組みを構築していくことが求められています。 

  

地域循環共生圏 
〇各地域がその特性を生かした強みを発揮 

→地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成 

→地域の特性に応じて補完し、支え合う 

「地域循環共生圏」の概念図 
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また、「地域循環共生圏」の創造に向けた施策の展開として、「持続可能な生産と消費を

実現するグリーンな経済システムの構築」など分野横断的な６つの重点戦略を設定し、さ

らに、重点戦略を支える環境政策として、「気候変動対策」をはじめとする６つの分野が

示されています。 

本計画においては、これらの国の方針を踏まえながら、持続可能な社会の構築に寄与す

る取組を進めていくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第五次環境基本計画の概要（環境省） 

６つの重点戦略と重点戦略を支える環境政策 
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１－３ 低炭素社会の形成 
 

■ パリ協定と地球温暖化対策計画 

2015 年 12 月には、パリで開催された COP21※１において、2020 年以降の温暖化対策

の国際枠組みとなる「パリ協定」が正式に採択され、2016 年 11 月に発効しました。「パ

リ協定」では、「世界全体の平均気温の上昇を２℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃

に抑える努力を追求すること、このために今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出の実質

ゼロ（人為的な温室効果ガス排出量と吸収量を均衡させること）にすること」などが目標

として定められました。 

「パリ協定」は、歴史上初めて先進国だけでなく途上国を含む世界の国々が、温室効果

ガス削減に向けて各国が自国の目標を提出し、目標達成に向けた取組を実施することなど

を規定した公平かつ実効的な枠組みとなっています。 

国は、「パリ協定」を受けて、「国内の排出削減・吸収量の確保により、2030 年度に 2013

年度比 26.0％減（2005 年度比 25.4％減）」とする温室効果ガスの削減目標を立て、その

実現を目指し、2016 年５月に地球温暖化対策に関する総合的な計画である「地球温暖化

対策計画」を策定しました。 

また、2018 年７月に策定された国の「第５次エネルギー基本計画」では、2030 年に向

けて、徹底した省エネルギーの推進を前提に、再生可能エネルギーは 22～24％とする電

源構成（エネルギーミックス）目標の確実な実現を目指すとしています。 

これらの国の方針を踏まえ、本市から排出される温室効果ガス排出量の削減目標を設定

するとともに、引き続き、「再生可能エネルギーの利用促進」「徹底した省エネルギーの推

進」「低炭素型のまちづくりの推進」などの取組を進めていく必要があります。 

 

■再生可能エネルギーの導入拡大 

2014 年７月に開始された「固定価格買取制度」を契機に、太陽光発電を中心とした再

生可能エネルギーの利用が急速に普及しており、機器についても技術革新によりエネルギ

ー変換効率の向上や設置コストの低減などが進んでいます。 

再生可能エネルギーの活用は、温室効果ガス排出量の抑制に加え、災害時における自立

分散型の緊急用電源としての利用価値も高いことから、災害に強いまちづくりを進める上

でも、より一層の導入拡大が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ COP21：国連気候変動枠組条約第21回締約国会議。COP は締約国会議（Conference of the Parties）を意味する。 
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■設備・機器の更新や建物の省エネルギー化の促進 

東日本大震災の発生後、市民や事業者の省エネルギーに対する行動は大きく変化し、節

電などの取組は、「努力の対象」から「日常的な習慣」へと移行、定着しつつあります。 

このような背景を踏まえ、温室効果ガス排出量の削減に当たっては、これまで行われて

きた節電などのソフト面の実践に加え、生活家電をはじめ、よりエネルギー利用効率の高

い機器への更新や導入、スマートメーターと IoT 技術※１の活用による効率のよい運用制御、

ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビ

ル）といったハード面の取組の普及・啓発を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

ZEH（ゼッチ）とは、Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ZEB

（ゼブ）は、Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、快適な

室内環境を保ちながら、建物の高断熱化と高効率設備により、できる限りの省エネルギーに努め、

太陽光発電などによりエネルギーを創ることで、年間で消費する建物のエネルギー収支が概ねプ

ラスマイナスゼロとなる建物のことです。 

ZEH、ZEB は、光熱費削減等の効果のほか、高断熱化による快適性・健康性の向上や、災害時

でもエネルギー的に自立した建物として注目されています。 
 
 

◆ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：資源エネルギー庁ウェブサイト 

 

 

 

 

 

 

※１ IoT 技術：エアコンや照明などの家電機器や設備機器を、電気・ガス・水道の各種メーターと無線通信機能などによ

り接続することによって、各機器の稼動状況などを把握・管理する仕組み。 

コラム：ZEH/ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス/ビル）とは？ 
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■低炭素型のまちづくりへの対応 

温室効果ガス排出量の削減対策として、市民や事業者による自主的な省エネルギー行動

の実践は不可欠ですが、「地球温暖化対策計画」の達成のためには、さらなる削減対策を

実施していく必要があります。 

そのため、省エネ建築物への更新やコンパクトな市街地への再編など、まち自体が温室

効果ガスを排出しにくい低炭素型のまちへと転換を図っていく必要があります。 

 

■気候変動への適応策の推進 

IPCC※１第 5 次評価報告書では、「世界平均気温の上昇に伴って、ほとんどの陸上で極端

な高温の頻度が増加することはほぼ確実であり、中緯度の大陸のほとんどと、湿潤な熱帯

域において、今世紀末までに極端な降水がより強く、頻繁となる可能性が非常に高い」と

指摘されています。こうした、地球温暖化の影響と考えられる局地的大雨の増加や熱中症

による搬送者数の増加など、温暖化の影響と考えられる現象が既に生じています。 

このような現象に対し、温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量を削減する「緩和策」

とともに、既に生じている温暖化による影響に適切に対応する「適応策」に積極的に取り

組む必要があることから、2018 年６月に気候変動適応法が成立しました。 

そのため、本市においても、近年の異常高温や頻発する短時間の集中豪雨、それによる

生態系の変化、熱中症のリスク拡大などの被害を回避し軽減するために、適応策を検討し

ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：適応への挑戦 2012（環境省） 

 

 

  

温室効果ガスの増加 

化石燃料使用による 

二酸化炭素の排出など 

気候要素の変化 

気温上昇、 

降雨パターンの変化、 

海面水位上昇など 

温暖化による影響 

自然環境への影響 

人間社会への影響 

緩 和 

温室効果ガスの 

排出を抑制する 

適 応 

自然や人間社会の

あり方を調整する 

※１ IPCC：気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change） 

気候変動対策における「緩和」と「適応」 
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１－４ 循環型社会の形成 
 

2018 年６月に閣議決定された「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、「第三次循

環型社会形成推進基本計画」で掲げた「質」にも着目した循環型社会の形成、低炭素社会

や自然共生社会との統合的取組等を引き続き重視するとともに、環境・経済・社会の統合

的向上に向けた重要な方向性として、「地域循環共生圏形成による地域活性化」「ライフサ

イクル全体での徹底的な資源循環」「適正処理の更なる推進と環境再生」などを掲げてい

ます。 

こうした方向性のもと、「バイオマスの地域内での利活用」「家庭系食品ロス半減に向け

た国民運動」「高齢化社会に対応した廃棄物処理体制」などの取組を推進することとして

います。 

そのため、国の方針に則り、より一層の廃棄物の排出抑制と再使用に向けた取組の充実、

バイオマスの活用を図る必要があります。 

 

１－５ 自然共生社会の形成 
 

■生物多様性への対応 

2012 年９月に閣議決定された「生物多様性国家戦略 2012‐2020」において、2020 年

までに取り組むべき施策の方向性として、「生物多様性を社会に浸透させる」「地域におけ

る人と自然の関係を見直し、再構築する」「森・里・川・海のつながりを確保する」、「地

球規模の視野を持って行動する」「科学的基盤を強化し、政策に結びつける」の５つの基

本戦略が設定されました。 

千葉県では 2008 年３月に「生物多様性ちば県戦略」を策定し、「行政と多様な人々が一

体となって生物多様性を保全・再生し、子どもたちとその未来のために、さまざまな生物・

生命（いのち）がつながり、資源・エネルギーを持続させ、豊かな自然と文化が守り育ま

れる社会」を目指すとしています。 

そのため、本市においても、国及び県の方向性を踏まえ、本市の豊かな自然を将来の世

代に引き継ぐために、生物多様性に配慮した施策を推進する必要があります。 
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■生物多様性とは？ 

生物多様性とは、生物の豊かな個性とつながりのことです。地球上の生物は 40 億年という長

い歴史の中で、さまざまな環境に適応して進化し、3,000 万種ともいわれる多様な生きものが生

まれました。これらの生命は一つひとつに個性があり、全て直接に、間接的に支えあって生きて

います。 

生物多様性条約では、生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という 3 つのレベルで多

様性があるとしています。 

 

 

 

 

 

 

■生物多様性に迫る危機 

私たちの暮らしは、植物が生み出す酸素の供給をはじめとして、食料や水、気候の安定など、

多様な生物が関わりあう生態系からの恵み（生態系サービス）によって支えられていますが、日

本の生物多様性は４つの危機にさらされています。 

 

 

 

 

 

 

 

過去にも自然現象などの影響により大量絶滅が起きていますが、人間活動による影響が主な要

因で、地球上の種の絶滅のスピードは自然状態の約 100～1,000 倍にも達し、たくさんの生きも

のたちが危機に瀕しています。 

「いのち」と「暮らし」を支える生物多様性を私たちは、自らの手で危機的な状況に陥らせて

います。すべてのかけがえのないいのちを守り、その恵みを受け続けていけるように、今、行動

することが必要なのです。 

資料：生物多様性センターウェブサイト（環境省） 

 

 

■外来生物対策 

2013 年６月に特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（以下「外

来生物法」という。）が改正されたことを受け、「生態系被害防止外来種リスト」が作成さ

れるなど、外来生物への対策が強化されています。 

本市においても、生態系被害防止外来種リストなどに基づきながら、外来生物の根絶、

拡大防止に向けた取組を推進する必要があります。 

  

コラム：生物多様性とは？ 

生態系の多様性 

森林、草地、里地里山、

河川、干潟、サンゴ礁など、

いろいろなタイプの自然

があること。 

種の多様性 

鳥、魚、植物から細菌な

どの微生物に至るまで、い

ろいろな生きものがいる

こと。 

遺伝子の多様性 

アサリの貝殻の模様が千

差万別なことなど、同じ種

でも形や模様、生態などに

多様な個性があること。 

第１の危機  開発や乱獲による種の減少・絶滅、生息・生育地の減少 

第２の危機  里地里山などの手入れ不足による自然の質の低下 

第３の危機  外来種などの持ち込みによる生態系のかく乱 

第４の危機  地球温暖化など地球環境の変化による危機 
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２ 計画策定に当たっての課題と対応 

香取市環境基本計画の中間見直しから５年が経ち、前計画の計画期間である 10 年間が

終了しました。その間、３Ｒの推進、水質の向上に向けた取組、地球温暖化対策などの取

組を実施してきました。その結果、改善が見られた分野もありましたが、施策の継続、更

なる検討が必要な分野もあります。 

本計画では、基本的には前計画の取組の推進を継続することとしますが、以下に示す課

題への対応を重点戦略として位置づけるとともに、重点戦略の着実な実現に資するよう環

境施策の体系の再編を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環型社会の実現に 

向けた課題と対応 

安心・安全社会の実現に 

向けた課題と対応 

自然共生社会の実現に 

向けた課題と対応 

低炭素社会の実現に 

向けた課題と対応 

環境保全活動の課題と対応 

・ごみ減量化への対応 

・食品ロス削減への対応 

・公害への対応 

・水資源への対応 

・歴史・文化の継承、景観への対応 

・生物多様性への対応 

・みどり・水辺の保全への対応 

・地球温暖化対策（緩和策）への対応 

・地球温暖化対策（適応策）への対応 

・低炭素なまちづくりへの対応 

・少子高齢化への対応 

・環境保全活動の定着・拡大への対応 

本計画の重点戦略 
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２－１ 循環型社会の実現に向けた課題と対応 
 

■ごみ減量化への対応 

本市では、資源循環型社会の実現に向け、ごみの発生抑制（リデュース）、再使用（リ

ユース）、再資源化（リサイクル）の取組を進めています。市民や事業者に対して３Ｒに

関する普及・啓発活動、資源ごみの集団回収の推進、不法投棄に関する普及・啓発活動な

どを継続的に実施してきました。 

また、2012 年度には佐原清掃事務所をリサイクル拠点施設として整備し、家庭や公共

施設から発生した剪定枝をチップ化し、市民に無料で配布するなど資源循環の取組を推進

しています。 

こうした取組により、再資源化量は増加しましたが、ごみの総排出量は増加している状

況です。 

よって、更なる循環型社会の形成のため、引き続き、３Ｒの普及・啓発活動に取り組ん

でいく必要があります。 

 

■食品ロス削減への対応 

食品ロスとは、「本来食べられるのに捨てられている食品」をさします。 

国内の食品廃棄物等は、年間 2,842 万ｔで、そのうち食品ロスは 646 万ｔ（2015 年度

推計・農林水産省、環境省）となっており、2014 年度から約 25 万ｔも増加しています。

食品ロスの内訳は、事業系廃棄物由来が約 357 万ｔ（農林水産省）と家庭系廃棄物由来が

約 289 万ｔ（環境省）であり、約４割は家庭から排出されています。 

千葉県では、食品ロスを削減するために、「ちば食べきりエコスタイル」を展開し、県

民や事業者に食べきりを促しています。 

本市でも、ごみの減量施策の一環として、家庭における食品ロス削減に関する取組を検

討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

剪定枝チップ化 剪定枝チップ 
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２－２ 安心・安全社会の実現に向けた課題と対応 
 

■公害への対応 

本市では、公害防止対策として、法令等に基づく事業所・工場などへの指導、立ち入り

検査の実施のほか、大気汚染、騒音・振動、ダイオキシン類、大気中の空間放射線量の監

視・定期検査を実施しており、概ね環境基準を達成しています。 

今後も環境基準の達成を維持していくため、関係機関と協力し、事業所・工場などへの

指導、立ち入り検査の実施を継続して取り組んでいく必要があります。 

 

■水資源への対応 

本市では、安全で豊かな水を守るため、与田浦川、黒部川、小野川などの 11 河川（水

系）30 地点において、河川水質調査を実施し、水質汚濁の指標として BOD※１（生物化学

的酸素要求量）などの測定結果を公表しています。また、生活排水の環境への影響・下水

道への接続についての普及・啓発活動等の生活排水対策を実施しています。 

しかしながら、河川の水質においては、BOD などで環境基準が未達成となっている河川

があり、今後も引き続き、河川の水質汚濁防止のために事業所・工場などの排水対策、生

活排水への対策を推進するとともに、下水道の普及促進に関する取組を進めていく必要が

あります。 

また、雨水の貯留やかん養能力※２を持つ農地、森林の保全を図り、水が健全に循環し、

そのもたらす恩恵を享受できるよう、水資源の保全に努めていく必要があります。 

 

■歴史・文化の継承、景観への対応 

本市には、里山や河川などの豊かな緑と水の自然風景、重要伝統的建造物群保存地区に

選定された歴史的町並みなど、先人が築き上げてきた数多くの歴史・文化資源が残されて

います。 

一方、人口減少社会を迎え、管理の担い手不足による里山の荒廃、空き家の増加などが

問題となっています。 

本市の自然と歴史・文化が調和した魅力を守り、後世へつないでいくため、歴史・文化

資源の保全を図るとともに、地域の特色を生かした景観づくりを行っていく必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１ 水中の有機物質などが生物化学的に酸化・分解される際に消費される酸素量のことで、数値が大きくなるほど汚濁し

ていることを示す指標。 
※２ （雨水の）かん養：森林や農地の土壌が雨水を溜めることで、地表から川へ流れ込む量を一定にし、川の流量を安定

させて洪水を緩和する機能。 
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２－３ 自然共生社会の実現に向けた課題と対応 
 

■生物多様性への対応 

北部の利根川流域の低地と南部の北総台地からなる本市は、里山の環境が多く残されて

おり、生物多様性も豊かです。 

本市では、市と市民団体が協働して自然観察会などのイベントの開催や地域の動植物の

生息・生育状況の調査を行い、市民に広く情報提供するなど、生物多様性への意識向上を

図ってきました。 

引き続き、生態系サービスの恩恵を享受できるよう豊かな生物多様性を守り、継承して

いくとともに、生物多様性の大切さを市民に広く周知していく必要があります。 

 

 

  

人間の生活は、生物から得られる恵みによって支えられています。食料・木材・燃料・薬品な

どの物質的な恩恵や、植物の光合成に伴う二酸化炭素の吸収・酸素の放出など環境の調整機能、

生物との触れ合いによる癒しの効果といった精神的な恩恵など、多くの恵みを生物から得ていま

す。これらの恵みを、生態系が行っている人間へのサービスとして捉えた概念が「生態系サービ

ス」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生物多様性を保全することは、生物の生息できる場所や存在を守ることを通して、生態系サー

ビスの維持につながります。生物が生きられる環境を守ることが人間の暮らしやその基盤を守り、

安全で豊かな生活を持続的に維持していく上で非常に大切です。 

 

 

 

■みどり・水辺の保全への対応 

本市は、農地、森林、河川など多様な環境で構成された里山が多く存在し、多くの生物

がそれぞれの環境に適応して生息・生育しています。 

そのため、緑地や水辺の改変、耕作放棄地の増加を最小限にとどめるとともに、市民が

自然とふれあい、その大切さが実感できる機会と場を提供していく必要があります。 

  

生息・生育地サービス 

食べ物などの 

供給サービス 

光合成など環境の 

調整サービス 

観光や科学、芸術 

などの文化サービス 

生態系サービス 

コラム：生態系サービスとは 
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２－４ 低炭素社会の実現に向けた課題と対応 
 

■地球温暖化対策（緩和策）への対応 

・地球環境に配慮した行動の実践 

市域から排出される温室効果ガスの 2015 年度の総排出量は 688 千ｔ- CO2 となってお

り、2010 年度以降は概ね増加傾向にあります。部門別では、「家庭部門」「業務部門」で

減少傾向ですが、「産業部門」は増加傾向です。 

また、公共施設の温室効果ガスの排出抑制や公用車にハイブリッド車、電気自動車の導

入を進めるなどの取組を実施した結果、公共施設から排出される温室効果ガスは、約 1,500

ｔ- CO2（2016 年度実績）の削減となりました。 

引き続き、地球温暖化問題や省エネ行動等について、市民や事業者に啓発活動を行い、

省エネに関する意識の向上を図っていくとともに、公共施設からの温室効果ガスの排出抑

制に努めていく必要があります。 

 

・再生可能エネルギーの導入・利用促進 

本市では、東日本大震災直後に大規模停電、電力不足が発生し、それに伴い再生可能エ

ネルギーシステムに対する需要が高まったことを受け、2014 年 3 月に 3.25ha の市有地

に「与田浦太陽光発電所」を設置し、2016 年９月に伊地山、大崎、大戸、附洲新田の４

か所で太陽光発電所の運用を開始しました。年間の発電量は約 600 万 kWh、温室効果ガ

ス削減量は約 3,300ｔ- CO2（2016 年度実績）となっています。 

引き続き、自然環境や生活環境への影響に配慮しながら、市内における太陽光、太陽熱、

木質バイオマス、水力などの再生可能エネルギーの導入・利用促進を進める必要がありま

す。 

 

・省エネ機器の普及・利用拡大 

本市では、地球温暖化防止など環境負荷の低減に向けて、家庭や事業所における省エネ

機器の普及に向けた支援を展開してきました。 

引き続き、家電・冷暖房や給湯機器などについて、よりエネルギー利用効率の高い機器

への更新や導入を促進するとともに、建物の断熱化といった温室効果ガスの削減効果の高

い取組の普及・啓発を行っていく必要があります。 

 

■地球温暖化対策（適応策）への対応 

本市においても異常高温や短時間の集中豪雨の頻発など、気候変動による影響と考えら

れる事象が顕在化しており、健康被害や水害・土砂災害の発生リスクが高まっています。 

そのため、健康被害や水害・土砂災害対策、農作物への被害などの被害軽減に向けて、

気候変動に対する「適応策」について検討していく必要があります。 
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■低炭素なまちづくりへの対応 

本市では、「香取市都市計画マスタープラン」に基づき、自然や地域資源を活かしたま

ちづくり、良好な居住環境を持つまちづくりを進めています。 

市域から排出される温室効果ガスの削減にあたっては、ＺＥＨやＺＥＢといった省エネ

建築物への更新などハード面の対策強化が求められています。 

そのため、公共施設等の省エネ建築物への更新をはじめとして、ＺＥＨやＺＥＢの普及、

公共交通網の整備など、まちの低炭素化に向けた取組を検討していく必要があります。 

 

 

２－５ 環境保全活動の課題と対応 
 

■少子高齢化への対応 

本市の人口※１は、1985 年の 93,573 人をピークに 1995 年以降減少の一途をたどって

おり、今後、高齢化が急速に進むことが予測されています。 

少子高齢化に伴う人口減少による影響は、地域経済や地域活力の低下、税収等の減少に

よる公共サービスの低下など、様々な面で市民生活に影響を及ぼすことから、限られた財

源の中で必要な施策を実施することが求められています。 

環境分野においても、これまで以上に限られた予算と人的・物的資源のなかで、「選択」

と「集中」による計画的・効率的な環境施策の実施が求められており、市民、事業者及び

市の協働体制を強化していく必要があります。 

 

■環境保全活動の定着・拡大への対応 

本市では、市民や各種団体に対し、環境保全に関して様々な普及・啓発活動や環境保全

行動の実践を促進する取組を実施しています。また、かとり市民環境ネットワークの設立

の支援のほか、住民自治協議会（まちづくり協議会）や市民団体との連携を進めています。 

しかしながら、少子高齢化に伴い、環境保全活動を行う市民や各種団体の参加者の高齢

化が進むことで、活動の停滞も懸念されます。 

今後も環境保全活動の定着を図るために、様々な普及・啓発活動や環境保全行動の実践

を促す取組を継続していきますが、全ての市民、事業者が環境保全活動の担い手となるべ

く、子どもから大人までが気軽に環境保全活動に参加できる協働プログラムの構築が求め

られています。 

 

 

 

※１ 2006年度以前は、合併前の佐原市、小見川町、山田町及び栗源町の人口の合計数。 


